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改正の趣旨

「雇用保険法等の一部を改正す
る法律」

平成２９年３月３１日に可決・成立

同日付で公布。

施行日 平成２９年１０月１日
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今回の法改正に至った経緯

平成２８年８月２日「未来への投資を実現する経済対
策」閣議決定。

「男女とも仕事と育児の両立に資するよう、保育所の整
備を進めつつ、雇用の継続のために特に必要と認められ
る場合の育児休業期間の延長等を含めた両立支援策に
ついて、必要な検討を経て、成案を得、平成２９年度（２０
１７年度）において実現する。」

（背景）

待機児童問題が大きな社会問題として注目

待機児童の受け皿となる保育園の整備を進めると同時
に働きながら子育てを行う家庭の支援体制の整備急務
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*今回の改正点
①保育園に入れない場合等の

育児休業期間の延長

②育児休業等制度の個別周知の努力

義務化

③育児目的休暇の措置の努力義務化

（新設）
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主な法改正条文

第５条４項、５項、６項

第９条２項

規定例 該当箇所

Ｐ４ 育児休業の対象者

第２条２ロ（本条第５項の申出にあっては２歳）

Ｐ６ ４ 子が２歳、１歳６か月の誕生日応当日

Ｐ１０ 第５条３ １歳６か月から２歳に達するまで
の期間内で

第５条５（２） 第２条４項に基づく休業の場合は
子が２歳に達した日 ５



育児休業等に関するハラスメントの防止措置
（法第２５条）

・上司・同僚からの、育児休業、介護休業

等を理由とする嫌がらせ等（いわゆるマタ

ハラ・パタハラなど）を防止する措置を講

ずることが事業主へ新たに義務付け。

・指針に定められた１１項目について、事業

主は対応する必要がある。

・平成２９年１月１日施行
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職場における育児休業等に関するハラスメント
とは

「職場」において行われる上司・同僚からの言動（育
児休業等の利用に関する言動）により、育児休業等
を申出・取得した「男女労働者」等の就業環境が害さ
れること。

※育児休業制度等の利用等と嫌がらせ等となる行為
の間に因果関係があるものがハラスメントに該当。

業務分担や安全配慮等に観点から客観的にみて、
業務上の必要性に基づく言動によるものは該当しな
い。 ７



育児休業等に関するハラスメントの内容

制度等の利用への嫌がらせ型
育児・介護休業法が対象とする制度又は措置（育児・
介護休業、子の看護休暇、介護休暇、
育児のための所定労働時間の短縮措置等）
（１）解雇その他不利益な取扱いを示唆するもの

（２）制度等の利用の請求等又は制度等の利用を阻害するもの

〇典型的な例

・育児休業の取得を上司に相談したところ「休みを取るなら辞めて

もらう」と言われた。

・介護休業の取得について周囲に伝えたところ、同僚から「自分な

ら取得しない。あなたもそうすべき」と言われ、取得を諦めざるを

得ない状況になった。
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育児休業等に関するハラスメントを防止するため
に講ずべき措置（規定例 Ｐ３８～４３）
①ハラスメントの内容、方針等の明確化と周知・啓発

②行為者への厳正な対処方針、内容の規定化と周知・啓発

③相談窓口の設置

④相談に対する適切な対応

⑤事実関係の迅速かつ正確な確認

⑥被害者に対する適正な配慮の措置の実施

⑦行為者に対する適正な措置の実施

⑧再発防止措置の実施

⑨業務体制の整備など、事業主や妊娠等をした労働者等の実情

に応じた必要な措置

⑩当事者などのプライバシー保護のための措置の実施の周知

⑪相談、協力等を理由に不利益な取扱いを行ってはならない旨の

定めと周知・啓発
９



指針改正部分

指針第二（一）（ロ）具体的な例

②制度等の利用の申出等又は制度等の利用を

阻害するもの

客観的にみて、言動を受けた労働者の制度等
の利用の申出等又は制度等の利用が阻害される
ものが該当すること。

ただし、労働者の事情やキャリアを考慮して、早
期の職場復帰を促すことは制度等の利用が阻害
されるものに該当しないこと。
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法改正条文

第２１条第１項

第２４条第１項

規定例 該当箇所

Ｐ４６

第２３条 円滑な取得及び職場支援

第２５条 育児目的休暇

Ｐ６５ 育児目的休暇取得申出書 14



平成２９年１０月１日までに各事
業場の育児・介護休業等に関す
る規定の整備をよろしくお願いし
ます。

仕事と家庭を両立しやすい

職場づくりを進めて、くるみん

認定を目指しましょう！！
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